「ＤＶ防止法そのものが暴力」その根拠
　ＤＶ法は家庭内の主として夫による暴力から妻の生命を守るために予防的介入を行なう法律であるにわかかわらず，表1からも明らかなように，ＤＶ法の導入以降，夫によって殺される妻の数は減少していない。

　それどころか，逆に妻によって殺される夫の数は年々増え続け，この10年間で２倍となり，もはや夫が妻を殺すケース数に迫っている。特に注目すべきは，ＤＶ法が導入された平成13年，および第一次改正により精神的暴力をもその対象にするなどの拡充が行なわれた直後の平成17年には，前年比12件程度，妻による夫の殺人数が増えている点である。

つまり，表1からは，ＤＶ法が夫婦間の暴力による生命の危機を回避するどころか，逆に危機を生み出す火種であるかのような実態が浮かび上がる。

　平成19年に世間を震撼させた，ＤＶ被害を訴える妻による「加害者」夫バラバラ殺人事件は，執拗な隠蔽工作（＝情報操作）も含め，こうした状況を象徴する事件と言えよう。 

	　
	平8
	平9
	平10
	平11
	平12
	平13
	平14
	平15
	平16
	平17

	殺人（件）
	1,118
	1,142
	1,222
	1,098
	1,219
	1,157
	1,238
	1,258
	1,224
	1,224

	うち配偶者間
	155
	155
	189
	170
	197
	191
	197
	215
	206
	218

	うち夫によるもの
	112
	101
	129
	105
	134
	116
	120
	133
	127
	126

	うち妻によるもの
	43
	54
	60
	65
	63
	75
	77
	82
	79
	92


表1　配偶者による殺人の検挙件数の推移（警察庁，2006）
警察庁(2006)：平成17年の犯罪情勢　113ぺージ　　　　　　　　
（http://www.npa.go.jp/toukei/seianki2/20060424.pdf）
